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１ 設置の趣旨及び必要性 

ア 学部等設置の理由及び必要性
 大阪市立大学と大阪府立大学を基礎として開設される大阪公立大学は、幅広い学問領域
を擁する総合大学として、様々な分野で活躍する優れた人材を育成することをめざす。法学
部も、その一翼を担うものである。 
大阪公立大学の前身のひとつである大阪市立大学においては、新制大学として発足した

昭和 24 年に法文学部が設置されたが、この法文学部が法学部と文学部とに分割され、法学
部が独立した学部となったのは、昭和 28 年のことである。爾来、法学部は、総計では約 1
万名の有為の卒業生を、社会の様々な分野に送り出してきた。法科大学院制度が創設される
までは、法曹界に多数の優れた人材を送り出してきたし、卒業後、国家公務員や地方公務員
として公務の一翼を担い、公共の福祉の増進に献身した者や、民間企業に就職し、我が国の
経済発展に貢献した者も、多数に上る。このような大阪市立大学法学部の伝統と成果を基礎
として、大阪公立大学における法学部は設置される。 
 そもそも、法学部において研究および教育の対象となる法学および政治学は、民主主義社
会において中核を担う市民を育成するために不可欠な学問領域である。大阪公立大学法学
部は、約 70年にわたって法学および政治学の研究教育機関として重要な役割を担ってきた
大阪市立大学法学部の伝統を継承しつつ、社会科学的な素養と法的思考力（リーガル・マイ
ンド）を身につけ、人権感覚豊かで有能な、民主主義社会の担い手となりうる人材を養成す
ることを教育の理念・目的とする。こうした人材を社会の多方面に供給することが、ますま
す複雑化する日本社会および国際社会の健全な発展と安定に大いに寄与するものと信じる
からである。
それに加えて、大阪公立大学法学部は、今日の社会状況を踏まえ、学生に、公務の領域と

企業活動の領域とのいずれにおいても必要とされる、合理的な判断能力を習得させること
に留意する。公務の領域においては、社会成員の福利の総計を増大させることと、一人ひと
りの社会成員の権利を保障することとの、精密な衡量が求められている。また、企業活動の
領域においては、営利追求と企業としての社会的責任の履行との、これもまた精密な衡量が
求められている。そして、そうした衡量を、経済と社会のグローバル化やそれに随伴する多
文化化を前提として行わなければならないのが、今日の状況である。合理的な判断とは、何
よりもまず、そうした衡量を過誤なく遂行した結果としての判断であり、そうした判断を遂
行する能力は、法学や政治学を深く学び、社会科学的な素養や法的思考力を陶冶することに
よって身につけられるものである。大阪公立大学法学部は、そうした合理的な判断能力を習
得した卒業生を社会に送り出すことに意を用いる。 
さらに、大阪公立大学法学部は、研究者となることを志し、大学院に進学しようとする者

や、法曹を志望し、法科大学院に進学しようとする者に対して、大学院もしくは法科大学院
における学修を中途で挫折することなく遂行するために必要な、論理的思考能力や表現力
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を身につけさせることにも注力する。 
 なお、大阪市立大学法学部の現組織における、過去 5 年間の入学試験志願倍率平均値は
下表のとおりであり、一般前期・一般後期ともに高い倍率を維持している。このような状況
に鑑みれば、本学の法学部法学科においても、長期的かつ安定的に学生を確保できると考え
られる。なお、詳細なデータは「学生の確保の見通し等を記載した書類」のとおりである。 

【大阪市立大学の現組織における過去 5 年間（2016－2020）の入学試験志願倍率平均値】 
選抜種類 学部・学科 募集人員 志願倍率平均値 

一般前期 法学部法学科 145 3.0 
一般後期 法学部法学科 20 19.7 

イ 人材養成の方針及びディプロマポリシー
（人材養成の方針） 

 大阪公立大学法学部の主要母体である大阪市立大学の法学部法学科卒業生の進路は多岐
にわたる。たとえば 2019 年度においては、約 1 割が大学院（法科大学院を含む）へ進学し、
残りの約 9 割が民間企業および国・各種自治体に公務員として就職した。このうち民間企
業については、金融業・保険業が約 12％、製造業が約 12％、情報通信業が約 10％、卸売
業・小売業が約 6％、その他業種が約 19％などと多種多様である。また、公務員についても
国家と地方を合わせると約 41％にも上る。このように卒業生たちは、社会のさまざまな現
場で活躍している。 
このような伝統に鑑み、大阪公立大学法学部は、豊かな発進力と法的思考力（リーガルマ

インド）を有し、人権感覚豊かで有能な民主主義社会の担い手となりうる人材を養成するた
め、そしてまた、大阪公立大学法学部の主要な母体となる大阪市立大学法学部卒業生の進路
が上記のように、公務員、民間企業、研究者、法曹と多様であることを踏まえ、それらの進
路のいずれを選択しても、直面する課題に果敢に挑戦し、適切に対応できる人材を育成する。
次のような能力を涵養することに力を注ぐことにより、これらを十全に習得し、所定の期間
在学して、所定の単位を修得した学生に対し、学士（法学）の学位を授与する。
（ディプロマポリシー） 

・幅広い教養と複数の外国語の習得に基礎づけられた、法学的および政治学的観点から主体
的に問題を発見し、解決する能力 
・法学的および政治学的知識を主体的に展開する能力、とりわけ、自己の主張を論理的に構
成し、表現する能力
なお、後に述べるように本学部では、学生が自らの関心と将来計画に基づく体系的な履修

を実現できるように、「司法コース」、「行政コース」、「企業・国際コース」の 3つのコース
を設け、希望進路に応じた履修のガイドラインを提供するが、このディプロマポリシーに掲
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げた各能力は、上記のような職のいずれにおいても必要不可欠な、いわば共通項として位置
付けられる。  

ウ 研究対象とする中心的な学問分野
法学、政治学 

エ 教育研究上の数量的・具体的な到達目標等
・該当なし

２ 学部・学科等の特色 

大阪公立大学は、「教育」「研究」「地域貢献」の基本 3機能を維持しつつ、「都市シンクタ
ンク」「技術インキュベーション」の 2 つの機能を強化することによって、従来の公立大学
の枠を超えたスケールで大阪に貢献することをめざす。こうした大阪公立大学の全体とし
ての方針を踏まえ、法学部においても、大阪が、そして国内外の諸都市が直面する現代的諸
問題の探求および解決に向けた研究に積極的に取り組み、その成果を学生への教育に還元
する。このように、研究・教育の素材や対象として都市と地域の諸問題を重視することが、
大阪公立大学法学部の特色としてあげられる。
そのため、法学及び政治学に関する体系的な知識・概念・論理を取得させるとともに、そ

れらを具体的な事例に適用し、操作し、解決する訓練を重視した教育カリキュラムとする。
具体的には、司法コース、行政コース、企業・国際コースからなる希望進路に応じた履修の
ガイドラインを設けるとともに、少人数の演習科目を多彩に展開する。とりわけ、3年次以
上を対象とする専門演習・専門特別演習を必修とし、全員に対して綿密な教育を施す。最終
的には、これらを通じて法学と政治学の専門的な知識を習得した卒業生が、それぞれの活動
領域で、法的思考力、政治学的知見、そして合理的な判断能力を発揮し、より良い社会の実
現に貢献することが、大阪公立大学法学部のめざすところである。 
他大学の状況を見渡しても、わが国では、法学部卒業者は、法曹のみならず、民間企業や

官庁・自治体等に就職する。実際、前身である大阪市立大学法学部においても、卒業生のほ
ぼ全員が法科大学院等への進学又は就職決定をしており、卒業生に対する需要は極めて高
いと認められる。また、法学・政治学分野の研究者養成という点でも、これまで一定の大学
院進学者を輩出するなど、その基盤となる学修機会を提供してきた。
大阪公立大学法学部においては、この伝統を継承しつつ、これまで以上に大学院との連携

をはかることにより、その機能を強化する。法曹養成に関しては、早期卒業を視野に入れた
いわゆる「法曹コース」を「法曹養成プログラム」という名称で導入するとともに、本学部
を基礎に設置する大学院法学研究科法曹養成専攻（法科大学院）と連携協定を締結し、効果
的な法曹養成教育を実施する。また、研究者養成及び高度職業人養成に関しては、同じく設
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置する大学院法学研究科法学政治学専攻の一部科目を法学部で先取り履修できる制度を新
たに設ける等により、大学院への円滑な接続を視野に入れつつ学部教育を展開する。 

３ 学部・学科等の名称及び学位の名称 

ア 学部・学科等の名称及び当該名称とする理由
名称：法学部 法学科 
理由：我が国においては、法学および政治・行政学の諸分野を教授する学部・学科の名称と

しては、法学部・法学科が一般的であり、また、学部内に、もっぱら政治・行政学を
教授する学科を設けることはしないため。 

イ 学位の名称及び当該名称とする理由
名称：学士（法学） 
理由：法学と政治・行政学を中心とする専門科目を 90 単位以上修得した学生に授与する学

位であり、また、カリキュラム編成上、卒業生の大多数は、卒業に必要な専門科目の
単位の半数以上を、法学系の科目の履修によって取得することになるため。 

ウ 学部・学科等及び学位の英訳名称
学部英訳名称：School of Law 
学科英訳名称：Department of Law 
学位英訳名称：Bachelor of Laws 

４ 教育課程の編成の考え方及び特色 

ア 教育課程の編制方針（カリキュラムポリシー）
 ディプロマ・ポリシーに示した能力を身に付けた人物を育成するため、本学部では、以下
のようなカリキュラム・ポリシーを定める。 

(1) 幅広い教養と複数の外国語を身に付けるために、基幹教育科目を履修させる。
(2) 法学・政治学に関する基礎的、基本的な知識の着実な習得を重視し、専門の講義科

目を開講する。その際、学生が自らの関心と将来計画に基づいて科目の選択ができ
るよう３つのコース（司法コース、行政コース、企業・国際コース）とそれぞれに
推奨される履修モデルを示す。

(3) 専門演習及び専門特別演習から４単位を必修とし、それ以上の履修を奨励する。こ
れらの演習では特に学生の自主的な研究と討論能力の養成を重視する。原則として
１５名以下の少人数教育を行う。

(4) 法学・政治学を外国語によって調査･研究する能力を育成するために、英・独・仏・
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中国語の外国語演習を開講する。 
(5) 社会の諸問題をみずから発見し、それらを多角的に検討する能力を養うため、総合

大学である利点を生かし、文系他学部の専門科目の履修も一定範囲で認める。

 なお、上記の授業科目における学修成果は、原則として、論述形式の定期試験、レポート
及び平常点などにより評価し、予めシラバスで明示した評価方法により厳格に判定する。中
でも、法学部専門教育科目のうち講義科目では、法学・政治学に関する基本的知識を確実に
習得していることを確認したうえで、自己の主張を論理的に構成し、表現する能力が身につ
いているかの観点から評価する。少人数で行う演習系科目では、報告や質疑応答などを通じ、
主体的に問題を発見し、解決に導く過程について他者と論理的に討論する能力が身につい
ているか確認する。 

イ 教育課程の概要及び特色
１）概要

a) 科目の構成
本学部では、基幹教育科目を 38 単位以上、専門科目を 90 単位以上、合計で 128 単位以

上修得することを卒業要件とする。 
本学部が提供する専門科目は、講義科目と演習系科目に分かれる。講義科目は、法学部の

伝統的な区分に従い、基礎法学、公法、私法、社会法、国際関係法・外国法、政治・行政学、
共通科目に分類される。授業時間外における必要な学修等を考慮した学修時間確保の観点
から、共通科目については２単位とし、その他の講義科目については原則として４単位とす
る。 
演習系科目として、配当学年に応じ、2年次に履修する法政 2年次演習、3 年次以降に履

修する専門演習及び専門特別演習とこれと並行して履修する演習論文を開設する（カリキ
ュラムポリシー(3)）とともに、複数の外国語を扱う外国語演習を設ける（カリキュラムポ
リシー(4））。授業時間外における必要な学修等を考慮した学修時間確保の観点から、専門演
習を４単位とし、その他の演習科目を２単位とする。
ディプロマ・ポリシーで示したように、本学部では、法学的政治学的観点から問題を主体

的に発見する能力、および法学政治学の知識を主体的に展開する能力の陶冶を目指す。学生
の主体性を重視するこのポリシーを踏まえ、少人数での議論を可能とする専門演習（専門特
別演習を含む。特に断りのない限り、以下同じ。）を中核的な科目として位置づけ、4 単位
を必修として設定する。 
専門演習以外の演習系科目および講義科目は選択科目とする。学生の主体性を重視する

ディプロマ・ポリシーに従うとき、学生の目的と関心に即してその潜在能力を高めることが
求められる。この点を重視して、本学部で提供される専門科目については、学生による履修
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科目の選択の自由を広く認める。もっとも、履修科目の選択について広い自由を学生に与え
ることで、かえって、主体的な問題発見能力および知識展開能力の陶冶にとって妨げになる
事態が生じることも十分に考えられる。この問題を回避するために、カリキュラム・ポリシ
ー(2)を定め、これに従い、「司法コース」、「行政コース」、「企業・国際コース」という３つ
のコースを設け、各コースにおける専門科目の重要度を学生に示す。このガイドラインに即
して科目を選択することで、主体性を維持した体系的な履修が実現されることになる。 
ディプロマ・ポリシーで求められた、法学的政治学的観点から問題を主体的に発見する能

力は、法学政治学以外の分野の知見を踏まえて問題を多角的に検討する能力を養うことで、
さらに磨きがかかる。それゆえ、カリキュラム・ポリシー(5)を定め、これに従い、文学部、
商学部、及び経済学部が提供する専門科目も、一定範囲で認める。 

b) 履修順序
ディプロマ・ポリシーに示した幅広い教養と複数の外国語を習得するため、カリキュラ

ム・ポリシー(1)を定め、これに従い、１年次には、基幹教育科目を履修することになる。
基幹教育科目を幅広く履修することにより、2年次以降に専門科目を本格的に学習するため
の前提として必要な知識と教養を身につけることが求められるのであるから、１年次に専
門科目として提供される科目数は厳選される。前期には、法律学を俯瞰し、学習にあたって
の基本的な事項を学ぶ法学入門を提供する。後期には、公法系の基礎的な知識を含む憲法 1
と、私法系の基礎的な知識を含む民法第 1部（総則）を提供する。これらの科目により、法
学の専門的なトレーニングを開始する。また、実践という法学内在的な要請から、法実務の
現状と問題点を感じ取ることができるように、実務家が担当する法曹実務入門を提供する。
政治学については、多様に分岐し専門化する今後を見据えて、政治学概論を置く。

2年次には、学生の主体性を重視するディプロマ・ポリシーおよびカリキュラム・ポリシ
ー(2)に基づいて、科目の選択について学生に広い自由を与える観点から、多くの講義科目
を履修可能とする。もっとも、法律系の科目については、基礎となる公法および私法の分野
に属する科目が相対的に多く配置され、これらの科目で修得した知識を基礎として展開さ
れる社会法あるいは国際関係法・外国法の分野に属する科目の多くが 3年次に配置される。
基礎法学は法学の基礎であると同時にその全体を鳥瞰する視点を提供するため、多くの講
義科目が 2 年次から履修可能となる（もっとも、隔年開講の科目も多く、それゆえ実際に提
供される科目数は適正化される）。また、政治系の科目については、専任教員の担当する科
目を 2 年次から履修可能とする。これにより、多岐にわたる分野を包摂する政治系科目を
一定の見通しをもって履修する素地を作る。 

2 年次から履修可能な科目を具体的に列挙すれば、基礎法学の分野に属する科目としては、
法哲学、日本法制史、日本近代法史、東洋法制史、西洋法制史、ローマ法である。公法の分
野に属する科目としては、憲法 2、行政法 1、刑法第 1部（総論）、刑法第 2部（各論）、刑
事訴訟法、刑事政策である。私法の分野に属する科目としては、民法第 3 部（債権総論）、
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民法第 4部（債権各論）、民法第 5部（親族・相続）、商法第 1部（総則・商行為）、商法第
2 部（会社）、商法第 3 部（手形）、民事訴訟法である。社会法の分野に属する科目としては、
経済法である。国際関係法・外国法の分野に属する科目としては、国際法、国際組織法であ
る。政治・行政学の分野に属する科目としては、政治学、政治学史、比較政治学、欧州政治
外交史、国際政治、行政学である。 
 また、学生の主体性を重視するディプロマ・ポリシーおよびカリキュラム・ポリシー(3)
の観点から、2 年次から履修可能なものとして、演習系科目である法政 2 年次演習を設け
る。この演習は、自発的に学習し、他者との間で意見を交わすトレーニングの場であり、3
年次以降に必修科目として配置される専門演習への段階的な履修を可能とするものである。 
さらに、複数の外国語の習得に基礎づけられた法学政治学的観点からの問題発見能力を

涵養するというディプロマ・ポリシーおよびこの下に定められたカリキュラム・ポリシー
(4)の観点から、2年次から履修可能なものとして、英・独・仏・中国語の外国語演習を設け
る。

3年次以降に履修可能な科目は次のものである。すなわち、基礎法学の分野に属する法社
会学、公法の分野に属する行政法 2、租税法、私法の分野に属する民法第 2 部（物権）、金
融商品取引法、民事執行・保全法、倒産法、社会法の分野に属する労働法、社会保障法、知
的財産法、国際関係法・外国法の分野に属する国際私法、英米法、ドイツ法、フランス法、
アジア法（中国法）、政治・行政学の分野に属する政治過程論、日本政治外交史、公共政策
論、である。共通科目には、法学政治学計量分析、法曹発展科目（刑事法）がある。先に述
べたように、比較的発展的な科目を 3 年次から履修可能とすることにより、高度な専門的
知識を獲得するだけではなく、法学・政治学の全体像をより良く理解することが可能となる。 
また、3年次以降の必修科目である専門演習により、学生それぞれが強い関心を持つ分野

について、主体的に学習し、他者と討論するトレーニングが可能となる。さらに、法学政治
学の知識を主体的に展開する能力というディプロマ・ポリシーと、自主的な研究と討論能力
の養成を重視するカリキュラム・ポリシー(3)の観点から、専門演習と接合する演習論文を
設け、当該学生が履修する専門演習の担当者が論文執筆を指導する。さらに、一定の条件の
下で、大学院の科目を先取り履修することを可能とし、大学院教育への接続を図る。 

２）特色
a) ３コース制
上述の通り、本学部では、主体的な問題発見能力および知識展開能力を有する人物の育成

というディプロマ・ポリシーおよびその下で定められたカリキュラム・ポリシー(3)に従い、
学生が自らの関心と将来計画に基づく体系的な履修を実現できるように、「司法コース」、
「行政コース」、「企業・国際コース」という 3つのコースを設け、希望進路に応じた履修の
ガイドラインを提供する。学生には、１年次後期、具体的には 12 月ごろに３コースの説明
会を開催し、いずれかのコースへの登録を求める。この作業により、学生に将来の進路を自
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覚させるとともに、その目的の達成に必要な知識の習得を意識させる。これにより、履修科
目の主体的な選択を通じた体系的な履修を可能とする。 

b) 早期卒業
一定の要件を充たす優秀な学生について CAP 制の特例を設け、3 年次終了時点での卒業

を認める。具体的には、2年次終了時に所定の単位数を A以上の成績で修得した学生に、早
期卒業の希望を申し出ることを認め、申出の認められた学生が 3 年次終了時点で所定の単
位数を A 以上の成績で修得した場合には早期卒業を認める。この早期卒業により、能力の
高い学生が大学院に進学するインセンティブを提供する。 

c) 法曹養成プログラム
法科大学院の教育と司法試験等との連携等に関する法律第６条にいう「連携法曹基礎課

程」を法曹養成プログラムとして設ける。この課程において、法科大学院進学希望者が必要
な知識を体系的に習得するための枠組みを提供し、プログラム修了者が原則として 3 年間
で法科大学院へ進学することができる能力を養う。但し、この法曹養成プログラムと早期卒
業は相互に独立した制度であり、包摂・排他関係にはない。 
 なお、法曹養成プログラムは、先の３コースのうちのいずれのコースを選択した学生であ
っても、履修可能なものとして定められる。 

d) 大学院科目の先取り履修による大学院への円滑な接続
一定の要件を充たす優秀な学生については、大学院科目の履修を可能とし、大学院への円

滑な接続を図る。具体的には、大学院法学研究科法学政治学専攻博士前期課程及び法曹養成
専攻専門職学位課程で開設する科目の一部について、先取り履修を認め（法曹養成専攻にあ
っては、上記の法曹養成プログラムに登録した学生に限る）、当該科目の単位を大学院進学
後に既修得単位として認定する。これにより、法学政治学専攻に進学を希望する学生にとっ
ては高度な研究を遂行するのに必要な基盤を早期に確立する機会を獲得し、ひいては優れ
た業績をあげることによる博士前期課程の早期修了をも視野に入れることができる。他方、
法曹養成専攻に進学を希望する学生にとっても、法曹養成プログラムの学修とあいまって、
法曹に向けた学修を着実に進めることを可能にし、もって優秀な法曹の育成に寄与する。 

e) 国際性
法学部で授業を担当する教員は、外国の法制度・政治制度について高度な知識を有する。

公法、私法、社会法の分野に属する科目を担当する専任教員が、外国法に関する深い知識を
基礎とする研究を遂行することにより、学生への教育にも国際的な視座が必然的に提供さ
れる。また、国際関係法・外国法の分野に属する科目の提供数が多いこと、政治・行政学の
分野に分類される科目についても、歴史的・国際的な視点を内包する授業科目が多いことが、
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大きな特徴である。 

5 教員組織の編成の考え方及び特色 

ア 教員組織編成の考え方
 これまで述べてきた設置の趣旨、特色、教育課程等を踏まえた場合、法学部の教育上主要
と認められる科目には、いわゆる実定法科目だけでなく、実定法の理解を支える基礎法科目、
国際関係法・外国法、政治・行政学科目も含まれている。したがって、これらの授業科目に
できる限り偏りなく、専任の教授または准教授を配置することを基本的な考え方としてい
る。 
 教員はそれぞれの教育・研究分野の教育・研究業績において、本学部の教育研究を担うの
にふさわしい専任教員を採用する。また、個々の教員の配置にあたっては、学位のほか、そ
れぞれの分野における十分な教育実績・研究業績と担当授業科目との適合性について検討
したうえで、担当教員を配置する。 
 演習系科目のうち、必修である専門演習及び専門特別演習については、原則として専任の
教授または准教授が担当する（一部兼任教員が担当することになっているのは、退職予定教
員について、教育の継続性を確保するために、ごく例外的に当該教員が兼任教員として引き
続き担当する場合があることによる）。法学部の演習は座学による文献読解や研究報告が中
心であり、助手による補助を必要とするものはない。但し、研究報告のアドヴァイスやレポ
ート作成の補助のためにＴＡを置くことがある。   
 准教授・教授といった専任教員が教授会の正式メンバーとして教育研究・管理運営の一端
を担っている他、学部内に設置されている研究教育体制検討委員会をはじめとする各種委
員会で教育・研究・管理運営に参画している。また、学部内の勤務形態・処遇においても、
特定の専任教員に負担が集中しないことや働きやすい勤務環境を実現するため、学部内に
ダイバーシティ委員会を設置し、個々の教員からの相談や教授会からの諮問を受け付けた
り、教授会に提案したりする体制を敷いている。 

イ 教員組織編成の特色
 法学部の教育はともすれば実定法中心に偏る傾向があり、その結果、実定法を相対化して
批判的に検討する観点が見失われがちとなる。その点、本学部ではこの弊害を避けるために、
37 名という少数の教員定数の中で、可能な範囲内で、基礎法、外国法及び政治・行政学の
教員を配置しこれら科目の充実を試みる。結果的にいわゆる「1人科目」が数多く設置され
ることになるが、これにより学生に対する科目提供の充実を図るとともに、多様な分野での
大学院進学の途を開くことをも可能とする。 
 本学部の専任教員はほとんどが国内外の大学院で博士号を修得又は博士課程単位取得退
学した研究者で構成されている。とはいえ、科目によっては実務教員が担当するほうが教育
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効果が上るものも存在する。本学部では、法曹実務入門（1 年次生受講可）、金融商品取引
法・知的財産法・法曹発展科目（刑事法）（3 年次生受講可）を、大学院法曹養成専攻の実
務家教員や現役弁護士、証券取引所職員が講義を担当する。 

ウ 専任教員の年齢構成
完成年度(2025 年度)末日時点における専任教員の年齢構成は、下の表の通りである。 

表：法学部法学科専任教員数（年代別） 

法学部 法学科 

職位 29 歳
以下 

30～ 39
歳 

40～ 49
歳 

50～59
歳 

60 ～ 64
歳 

65 ～ 69
歳 

70 歳
以上 

合計 

教授 0 人 0 人 ２人 9 人 6 人 2 人 0 人 19 人 

准教授 0 人 4 人 8 人 2 人 0 人 0 人 0 人 14人 

講師 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

助教 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

合計 0 人 4 人 10人 11人 6 人 2 人 0 人 33人 

本学部の専任教員のうち完成年度までに定年に達する教員が５名いるが、このうち 1 名
については、担当する授業が主要科目であり、かつ、専門分野の特性等により同一専門分野
の後任を直ちに確保することが困難であるため、本法人で定める「定年退職する教員を特例
として新大学で勤務する教員として雇用する場合の取扱いについて」を根拠に、定年に達し
た後も主要科目を担当する専任教員として完成年度まで雇用し、教育の実施に支障のない
ようにする。これにより、完成年度において、教育研究水準の維持向上および教育研究の活
性化に支障のない教員組織編成が確保される。 
 なお、定年後雇用する教員の後任については、教員構成のバランスを考慮し計画的にその
確保に努めることとしており、本学部の教員組織の継続性に問題はない。よって、本学部の
教員組織は、完成年度を迎えるまでの間においても学部の教育・研究および管理運営を遂行
するうえで支障はない。 
※資料１：定年退職する教員を特例として新大学で勤務する教員として雇用する場合の取
扱いについて
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６ 教育方法、履修指導方法及び卒業要件 

ア 教育方法等
上記 4 で示したように、本学部の講義科目は、基礎法学、公法、私法、社会法、国際関係

法・外国法、政治・行政学、（法学部）共通科目に分類される。演習系科目としては、法政
2 年次演習、専門演習および演習論文のほか、外国語演習を提供する。 
基幹教育科目を１年次に履修することにより、2 年次以降本格的に専門科目を学習するた

めの前提として必要な知識と教養を身につけることが期待される。1 年次に履修可能な専門
科目のうち、法学政治学への導入的な性格を有する共通科目として、法学入門、法曹実務入
門、政治学概論を提供する。これらのうち、前期に設けられる法学入門は、法律学を俯瞰す
るためのものであり、1 年次の学生 180 名全員が受講することが期待される講義科目であ
る。1年次後期に設けられる法曹実務入門は、現役法曹による、法実務の現状を知る授業で
ある。同じく後期に設けられる政治学概論は、政治学の基礎を幅広く学ぶ授業である。これ
ら授業の履修を通して、専門分野への一般的な知識と関心を高める。 

1 年次後期にはさらに、基本的人権の保障に関する憲法 1、民法の全体を概観する導入的
な役割も果たす民法第 1部（総則）といった講義科目を設定する。これらを受講することに
より、法学の専門的なトレーニングを開始する。 

2 年次には、いずれも講義科目である法哲学、日本法制史、憲法 2(統治機構が講義対象)、
行政法 1(行政法総論が講義対象)、刑法第 1 部（総論）、刑法第 2 部（各論）、刑事訴訟法、
刑事政策、民法第 3 部（債権総論）、民法第 4 部（債権各論）、民法第 5 部（親族・相続）、
商法第 1部(商法総則・商行為法が講義対象)、商法第 2部（会社）、商法第 3部（手形）、民
事訴訟法、経済法、国際法、国際組織法、政治学、政治学史、比較政治学、欧州政治外交史、
国際政治、行政学、日本近代法制史、東洋法制史、西洋法制史、ローマ法、フランス法を設
定する。これら講義科目を履修することにより、専門的な知見を深める。 
同じく 2 年次に開講される法政 2 年次演習は、20 名程度の受講生を上限とする演習科目

である。この演習科目は、自発的に学習し、他者との間で意見を交わすトレーニングの場で
あり、必修科目である専門演習への接続という役割も有する。また、カリキュラム・ポリシ
ー(4)にあるように、英語・ドイツ語・フランス語・中国語で著された研究書籍等の講読を
通して外国法を学ぶ外国語演習を、2年次以降に履修可能な科目として設ける。この科目の
履修を通して法の多様性について理解を深め、日本の法を相対化して捉える視点を獲得す
る。 

3 年次以降には、いずれも講義科目である法社会学、行政法２（行政救済法が講義対象）、
租税法、民法第 2 部（物権）、金融商品取引法、民事執行・保全法、倒産法、労働法、社会
保障法、知的財産法、国際経済法、国際私法、英米法、ドイツ法、アジア法（中国法）、日
本政治外交史、公共政策論、政治学特講、法曹発展科目という、比較的発展的な科目を履修
することにより、高度な専門的知識を獲得するだけではなく、法学・政治学の全体像をより
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良く理解することが可能となる。 
3 年次以降に履修する必修科目として専門演習は、学生それぞれが強い関心を持つ分野に

ついて、主体的に学習し、他者と討論するトレーニングを行うものであり、そのような性格
上、各演習の受講生は 15 名程度を上限とする。また、専門演習と接合される演習論文は、
専門演習において学習した内容を、法学政治学の分野において適切な形式で文章化するト
レーニングの舞台である。さらに、一定の条件の下で、大学院の科目を先取り履修すること
を可能とし、大学院教育への接続を図る。
以上の専門教育科目に属する授業は、原則として、15 週にわたる期間で行われる。集中

講義で行われる場合、試験を除き、4単位科目においては 30 回、2単位科目においては 15
回の授業回数を適切に確保する。 
本学部では、上記の専門教育科目を 90 単位以上修得することを卒業要件とする。そのう

ち、専門演習（4 単位）を必修科目とするが、それ以外には必修科目を設定しない。その趣
旨は先の４イの１）で述べたとおり、ディプロマ・ポリシーおよびカリキュラム・ポリシー
(2)の観点から、３コース制の推奨モデルをガイドラインとしつつ、学生が関心を有する科
目を自由に選択して、主体的に学習する自主性を尊重するところにある。この主体性の尊重
こそ、本学部の前身である大阪市立大学法学部の時代から最も堅持してきた原理であり、大
阪公立大学になってもなお本学部における教育方法を決定づける核心である。

イ 履修指導方法
本学部は、ディプロマ・ポリシーに従い、履修科目の選択について学生の主体的な判断を

尊重する。また、カリキュラム・ポリシー(2)に従い、学生による主体的な判断が体系的な
履修科目の選択に結実するように、３コース制を設け、各コースにおける履修科目の重要度
を示す。このような方法による体系的な履修を無理なく段階的に実現するために、履修科目
の登録上限を学期ごとに 24 単位とする CAP制を導入する（ただし、3年次編入学生につい
ては学期ごとに 28 単位を上限とし、早期卒業を認められた学生については 3 年次以降にお
いて学期ごとに 30 単位を上限とする。なお、在学年数が 3年(編入学生については 1年)を
超える学生については、履修単位数の上限を設けない。）。 
上に述べた３コース制は、学生のキャリアデザインを見据えたものであり、これに依拠し

て履修指導を行う。具体的には、１年次の 12 月ごろに説明会を開催し、いずれかのコース
への登録を求める。この作業により、学生に将来の進路を自覚させるとともに、その目的の
達成に必要な知識を習得できる科目を明確に意識させる。学生からの個別の相談について
は、教務委員および学習相談員が窓口となり、質問内容に応じて各科目の担当教員との連絡
調整にあたる。 

3 コース制は、｢司法コース｣、｢行政コース｣、｢企業・国際コース｣からなる。司法コース
のコンセプト（目標）は、将来の法曹をめざしてロースクール進学を希望する者や裁判所職
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員、司法書士などを目指す者が、伝統的な法律科目の修得を通じて法的思考力を養い、法律
実務の基礎となる能力を育成するところにある。行政コースのコンセプト（目標）は、国家・
地方公務員などを目指す者が、伝統的な法律科目を修得するとともに、政治・行政学関連科
目の履修を通じて政策立案能力を育成するところにある。企業・国際コースのコンセプト
（目標）は、民間企業やジャーナリストを目指す者が、法律科目だけでなく、政治学や国際
関係法などの幅広い社会科学的知識を習得することにより、社会的感覚と現実的な政策マ
インドを育成するところにある。
以上のコンセプトのもとで、各コースにおける講義科目の重要度が示される
(1)司法コース  司法コースにおいて重要度が極めて高く、すべてのコース選択者に履

修が推奨される科目は、日本法制史、憲法１、憲法２、行政法１、行政法２、刑法第 1部（総
論）、刑法第 2 部（各論）、刑事訴訟法、民法第１部（総則）、民法第 4 部（債権各論）、商法
第 2部（会社）、民事訴訟法、英米法である。 
 また、重要度が高く、コースの要となる科目は、法哲学、法社会学、西洋法制史、ローマ
法、刑事政策、民法第 2 部（物権）、民法第 3 部（債権総論）、民法第 5 部（親族・相続）、
商法第 1部（総則・商行為）、商法第 3 部（手形）、金融商品取引法、民事執行・保全法、労
働法、経済法、国際私法、ドイツ法、フランス法、アジア法（中国法）、政治学、政治学史、
行政学、である。 

(2)行政コース  行政コースにおいて重要度が極めて高く、すべてのコース選択者に履
修が推奨される科目は、憲法１、憲法２、行政法１、行政法２、刑法第 1部（総論）、刑事
訴訟法、民法第１部（総則）、民法第 4 部（債権各論）、社会保障法、政治学、政治学史、行
政学、である。 
また、重要度が高く、コースの要となる科目は、法哲学、法社会学、日本法制史、日本近

代法制史、西洋法制史、刑法第 2 部（各論）、刑事政策、民法第 2 部（物権）、民法第 3 部
（債権総論）、民法第 5部（親族・相続）、商法第 2部（会社）、民事訴訟法、労働法、経済
法、知的財産法、ドイツ法、政治過程論、日本政治外交史、欧州政治外交史、国際政治、公
共政策論、である。 

(3)企業・国際コース  企業・国際コースにおいて重要度が極めて高く、すべてのコー
ス選択者に履修が推奨される科目は、憲法１、民法第１部（総則）、民法第 4部（債権各論）、
商法第 2 部（会社）、民事訴訟法、労働法、国際法、政治学、欧州政治外交史、国際政治、
である。
また、重要度が高く、コースの要となる科目は、法哲学、法社会学、憲法２、行政法１、

行政法２、刑法第 1部（総論）、刑法第 2部（各論）、刑事訴訟法、民法第 2部（物権）、民
法第 3 部（債権総論）、民法第 5 部（親族・相続）、商法第 1 部（総則・商行為）、商法第 3
部（手形）、金融商品取引法、倒産法、社会保障法、経済法、知的財産法、国際組織法、国
際経済法、国際私法、英米法、ドイツ法、フランス法、アジア法（中国法）、比較政治学、
政治学史、日本政治外交史、行政学、公共政策論、外国語演習である。 
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ウ 卒業要件
本学部では、大学設置基準の単位設定に関する方針に基づき、基幹教育科目から 38 単位

以上、専門教育科目から 90 単位以上、計 128 単位以上を習得することを卒業要件とする。 
基幹教育科目のうち、大学での学びの導入科目である初年次ゼミナール科目（2 単位）、

英語（6 単位）、初修外国語（6単位）、情報リテラシー科目（2 単位）、健康・スポーツ科学
科目（3 単位）の各科目を必修とし、総合教養科目等の選択科目とあわせて合計 38 単位以
上を修得する。 
専門教育科目のうち、演習系科目である専門演習及び専門特別演習から 4 単位以上を必

修とし、その他の専門教育科目とあわせて合計 90 単位以上を修得する。専門教育科目のう
ち、講義科目に分類される共通科目は 2 単位、その他の講義科目は原則として 4 単位であ
り、また専門演習を除く演習系科目は 2 単位であるが、先の４イ１）a で述べた観点から、
いずれの専門教育科目も選択とする。もっとも、共通科目のうち、1 年生前期に履修する「法
学入門」(2 単位)と後期に履修する「政治学概論」（2 単位）を主要科目と位置づけている。 
なお、演習系科目及び他学部専門教育科目については、卒業要件である 90 単位に算入で

きる単位数に上限を設けることにより、体系的な学修を確保する。 

エ 履修モデル
先に述べたように、本学部では、主体的な問題発見能力および知識展開能力を有する人物

の育成というディプロマ・ポリシーおよびその下にあるカリキュラム・ポリシー(2)の観点
から、学生が自らの関心と将来計画に基づく体系的かつ段階的な履修を実現できるように、
「司法コース」、「行政コース」、「企業・国際コース」という 3つのコースを設ける。 
司法コースでは、法科大学院への進学を希望する者、裁判所職員を目指す者が履修モデル

となる。このモデルでは、専門科目のうち、公法および私法の分野に属する科目を多く履修
する。これにより、法科大学院教育において中心的に履修することになる法律基本科目の基
礎的な知識の獲得を目指す。裁判所職員を目指す履修モデルでは、法科大学院を目指す学生
と異なり、公務員となるための一般的素養を修得する科目の履修が優先される。 
行政コースでは、国家又は地方公務員をめざす者が代表的な履修モデルとなる。このモデ

ルでは、専門科目のうち、公法、私法、社会法の法律分野の科目をバランスよく履修すると
ともに、政治・行政学の分野に属する科目をより多く履修する。
企業・国際コースにおける履修モデルは、民間企業への就職を目指す者、ジャーナリスト

を目指す者である。民間企業への就職を目指す者の履修モデルでは、私法および政治・行政
学の分野に属する科目をより多く履修する。ジャーナリストを目指す者の履修モデルでは、
以上の他に、国際関係法・外国法の分野に属する科目をより多く履修することで、多角的な
問題発見能力が育成される。 
※資料２ 法学部法学科の履修モデル
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オ 多様なメディアの活用
・該当なし

カ 履修科目の上限設定
履修科目の単位数に求められる学修時間、自宅学修時間を担保し、4年間を通じた学生の

学修効果を高め、学生が無理なく学内及び自宅での学修に取り組むことができるように、年
間の履修科目の登録上限（CAP 制）を設け、前期 24 単位、後期 24 単位、年間で 48 単位
を上限とする。ただし、編入学生については、各学期の上限を 28 単位、年間で 56 単位と
する。 
なお、既に述べたように、一定の要件を充たす優秀な学生については例外的に CAP制を

適用せず、3年次終了時点での卒業を認める早期卒業制度を設ける。早期卒業を希望する学
生の進路としては、主として大学院進学（ロースクールを含む）が念頭に置かれるが、これ
らの学生に対しては、学部専任教員で、学部カリキュラムに精通しているもの、法曹養成専
攻所属教員で、法曹養成専攻カリキュラムに精通しているもの、専門演習の担当教員などが
指導担当教員となり、早期のガイダンス等により制度の理解を深めるとともに、その後も随
時個別面談をも含めた学習相談を実施する。但し、これらの学習相談などは、早期卒業を希
望しない学生に対しても同程度に実施するものであり、特別な優遇措置ではない。 

キ 他大学における授業科目の履修等
他大学における授業科目の履修等を認める協定などを締結していないため、他大学にお

ける授業科目の履修等は認めていない。 

ク 一定数の留学生の入学を予定している場合
外国人留学生に対しては、教務委員、国際交流委員、および、留学生担当の事務職員が、

定期的に面談を行うことにより、生活指導、履修や成績の管理を行う。また、留学生からの
相談を随時受け付ける体制を整えている。 

7 施設、設備等の整備計画 

ア 校地、運動場の整備計画
大阪公立大学・大阪公立大学大学院設置の趣旨等を記載した書類参照。 

イ 校舎等施設の整備計画
教育研究に使用する施設、設備等
法学部において教育研究を行う施設、設備については、「大阪公立大学・大阪公立大学

大学院設置の趣旨等を記載した書類」に記載のほか、森之宮キャンパスに新たに建設する
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新校舎の施設と大阪市立大学の杉本キャンパスの施設・設備等を継承する次の施設、設備
等により実施することから、学生、教員に対して十分な教育研究環境を提供するものであ
る。 
１）講義室・演習室・研究室等
法学部では、授業の形態に応じて講義室や演習室等の施設を使用し、専任教員には研

究室を割り当て、学部教育と大学院教育を実施する。法学部における施設概要は次のと
おりである。 
【施設概要】 
・講義室  25室
・演習室 4 室 
・研究室  48室（共同研究室、客員教授室等を含む）
・実習室 4 室 

ウ 図書等の資料及び図書館の整備計画
大阪公立大学・大阪公立大学大学院設置の趣旨等を記載した書類参照。 

8 入学者選抜の概要 

ア アドミッションポリシー
今後ますます複雑化する日本社会・国際社会においては、その健全な発展と安定に大いに

寄与する人材を育成することが求められている。そこで、大阪公立大学法学部は、約 70 年
にわたって法学政治学の研究教育機関として重要な役割を果たしてきた大阪市立大学法学
部の伝統を継承しつつ、社会科学的な素養と法的思考力（リーガル・マインド）を身に付け、
人権感覚豊かで有能な民主主義社会の担い手となりうる人材を養成するという教育の理
念・目的のもと、幅広い学問体系を擁する総合大学として優れた人材を育成し、民主主義社
会において中核を担う人材を社会の多方面に供給する。 
以上を前提として、大阪公立大学法学部は、次のような学生を求める。 

(1) 新しい問題に果敢に取り組む知的好奇心を持つ人
(2) 自分を相対化するための想像力と豊かな人間性を持つ人
(3) 相手の意見を的確に理解し、自分の意見を論理的に構成して、正確に表現・文章化する

能力を持つ人
(4) 法学・政治学の専門的知識を身につけるために必要な一般教養を有する人

イ 入学者選抜の方法と体制
大阪公立大学法学部のディプロマ・ポリシーおよびアドミッション・ポリシーに則り、次

17



の方法および体制により入学者選抜を行う。 
 

(1)一般選抜（前期日程 募集人員 155 名） 
大学入学共通テストでは高等学校教育段階において獲得された基礎学力を、また個別学

力検査では法学部での勉学に十分対応できる知識に基づいた思考力・判断力・表現力などの
獲得水準をそれぞれ確認するとともに、主体性・多様性・協働性などに係る記述が記載され
ている調査書の内容とあわせて総合的に評価する。 
 大学入学共通テストの入試科目は、国語(｢国語｣)、地理歴史・公民(｢世界史 B｣、｢日本史
B｣、｢地理 B｣、「現代社会」、｢倫理｣、｢政治・経済｣、｢倫理、政治・経済｣から 2科目)、数
学(｢数学Ⅰ・数学 A｣と｢数学Ⅱ・数学 B｣、｢簿記・会計｣、｢情報関係基礎｣から 1 科目選択
の 2 科目)、理科(｢物理基礎｣、｢化学基礎｣、｢生物基礎｣、｢地学基礎｣から 2 科目または｢物
理｣、｢化学｣、｢生物｣、｢地学｣から 1 科目選択)、外国語(「英語」、｢ドイツ語｣、｢フランス
語｣、｢中国語｣、｢韓国語｣から 1 科目選択。英語にはリスニングテスト含む)である。 
また、個別学力検査の入試科目は、国語(｢国語総合・現代文 B｣)、外国語(｢英語(コミュニ

ケーション英語Ⅰ・コミュニケーション英語Ⅱ・コミュニケーション英語Ⅲ・英語表現Ⅰ・
英語表現Ⅱ)｣である。 
   
(2)一般選抜（後期日程 募集人員 25 名） 
大学入学共通テストでは高等学校教育段階において獲得された基礎学力を、また個別学

力検査等では法学・政治学の勉学に必要な思考力・判断力・表現力などに関する適性と能力
をそれぞれ確認するとともに、主体性・多様性・協働性などに係る記述が記載されている調
査書の内容とあわせて総合的に評価する。 
 大学入学共通テストの入試科目は、一般入試(前期日程)と同じであり、個別学力検査等入
試科目は論文である。 
 

ウ 多様な学生の受入 
法学部では、後述する編入学試験（募集人員 5名）を実施するほか、外国人留学生を対象

に、若干名の私費外国人留学生を受け入れる私費外国人留学生入試を設けると同時に、編入
学においても若干名の外国人留学生を受け入れる。 
このうち、編入学入試への出願資格は、次のいずれかに該当するものとする。 

 １ 本学又は修業年限４年以上の他の大学（外国の大学を含む）において、２年以上在学
し、外国語８単位を含めて 54 単位以上を修得した者、又は当該年度の３月末までに修得見
込みの者  
 ２ 短期大学（外国の短期大学及び、我が国における、外国の短期大学相当として指定さ
れた学校（文部科学大臣指定外国大学（短期大学相当）日本校）を含む）又は高等専門 学
校を卒業した者及び当該年度の３月に卒業見込みの者 
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 ３ 本学又は修業年限４年以上の他の大学（外国の大学を含む）を卒業した者及び当該年
度の３月に卒業見込みの者  
 ４ 旧制大学学部卒業者 
 ５ 大学改革支援・学位授与機構から学士の学位を授与された者及び当該年度の３月に授
与される見込みの者 
 ６ 専修学校の専門課程（修業年限が２年以上、総授業時間数が 1、700 時間以上又は 62
単位 以上であるものに限る）を修了した者及び当該年度の３月修了見込みの者  
 ７ 高等学校の専攻科の課程（修業年限が２年以上であることその他の文部科学大臣が定
める基準を満たすものに限る）を修了した者（学校教育法第 90 条第１項に規定する者に 限
る）及び当該年度の３月修了見込みの者  

 
なお、編入学生の選抜は、本学部学士課程のアドミッション・ポリシーに基づき、個別学

力検査の成績及び出願書類の内容を総合して行う。個別学力検査では論文（社会科学・法学
全般）と外国語（英語）を課す。 
また、私費外国人留学生入試では、日本留学試験と個別学力検査等を課す。日本留学試験

では日本語能力及び基礎学力を、個別学力検査等では法学部での勉学に十分に対応できる
知識に基づいた思考力・判断力・表現力などの獲得水準と学ぶ意欲をそれぞれ確認し、成績
証明書とあわせて総合的に評価する。 
 また、外国人留学生対象の編入学試験の出願資格は、日本国籍を有しない者で、次のいず
れかに該当するものとする。すなわち、 

① 外国において、学校教育における 16 年の課程を修了した者及び当該年度末修
了見込みの者(ただし、16 年の課程を要しない国からの出願資格については事
前相談すること) 

② 外国人留学生として、日本の大学・短期大学・高等専門学校を卒業した者又は
当該年度末卒業見込みの者(本学法学部を卒業した者は対象外) 

③ 外国人留学生として、本学又は日本の修了年限 4年以上の他の大学に 2年以上
在学し、外国語 8 単位を含めて 54 単位以上を修得した者、又は当該年度末ま
でに修得見込みの者) 

④ 本学と学術交流協定を締結している外国の大学に 2 年以上在学し、外国語 8単
位以上を含めて 54 単位以上を修得した者、又は当該年度末までに修得見込み
の者 

⑤ 本学部において、大学を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者 
である。 
 入試方法は、上記出願資格①、④、⑤の者については、論文(社会科学、法学の基礎。日
本語で答案作成すること)、及び口述(日本語による説明。論文試験について行う)であり、
出願資格②、③の者については、論文(社会科学・法学全般。日本語で答案作成すること)、
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及び口述(日本語による説明。論文試験について行う)である。 
 なお、外国人留学生に対しては、入学手続の際に、保証人を立ててもらうことにより、経
費支弁能力の確認を行っているほか、生活指導・履修指導のための個別面談を定期的に行う
ことにより、在籍管理を行う。 
 その他、正規の学生以外の者の受け入れについては、学則に定め、規程に準じて受け入れ
を行う場合がある。 
 

9 取得可能な資格 

本学部において取得可能な資格は、次表の通りである。 

取得可能な資格 
資格取得・受

験資格の別 

卒業要件との
関わり 

追加科目履
修の必要性 

【教員免許】国家試験 
中学校教諭一種免許状（社会） 
高等学校教諭一種免許状（公民） 

資格取得 なし あり 

 

10 実習の具体的計画 

・教育実習 

ア 実習の目的 
  本学は 1 学域、11 学部、15 研究科からなる総合大学として、大阪府、大阪市をはじめと
する関西圏を中心とした、教育現場の発展に寄与する高度な専門性を有する教員の養成を
目指す。 
  教職課程の集大成にあたる教育実習では、教育現場である学校に実際に身を置くという
経験を通して、教師の使命や具体的な職務内容、教師として必要な資質・能力を改めて認識
するとともに、各学域・学部での専門的な学びや教職課程での学びを土台に、学習指導や生
徒指導等の教育活動に取り組むことを通して、教師としての指導力・実践力を高め、教職へ
の適性を確かめることを目指す。 
 

イ 実習先の確保の状況 
  教育実習の実習先として、大阪府教育委員会、大阪市教育委員会から実習受け入れの承諾
を得ている中学校 132 校、高等学校 154 校を確保しており、実習先の確保としては十分な
状況にある。 
※資料 3-1 教育実習施設一覧 
※資料 3-2 教育実習施設受入承諾書 
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ウ 実習先との契約内容 
 大阪府教育委員会、大阪市教育委員会と実習時に順守するべき事項等について事前に協
議し、決定する。 
 

エ 実習水準の確保の方策 
 教職課程の各授業科目の履修、教育実習の事前事後指導、学内で実施する教育実習関係の
各種オリエンテーション等を適切に実施することや実習担当の教職員が実習先と密に連絡
を取り合うこと等を通じて実習水準を確保する。 
 

オ 実習先との連携体制 
 実習開始前に、本学の教員及び教職担当の事務担当者を通じて、実習先担当教職員と十分
な打ち合わせを行う。また、実習中に随時連絡を取り合える体制を構築する。 
 

カ 実習前の準備状況（感染予防対策・保険等の加入状況） 
 学生の健康管理については、本学で全学生対象に年 1 回実施する定期健康診断を受診さ
せ、学生の健康状況を全学的に把握する。また、学生教育研究災害傷害保険及び学生教育研
究賠償責任保険等の保険加入を義務付ける。さらに、感染予防対策として、事前指導時にお
いて予防接種等の確認を行う。また、実習前のオリエンテーション等を通じて実習中に知り
えた情報に関する守秘義務の厳守や SNS に実習中の事項を投稿等しないことについて指導
する。 
 

キ 事前・事後における指導計画 
 教育実習においては、教育実習事前事後指導の授業内で事前指導、事後指導を行う。事前
指導では、教育実践の責任の大きさや奥の深さを認識しつつ実習への総合的な準備をし、実
習の一般的な心構えと教育現場の教育活動に必要とされる知識・態度について理解を深め
る。事後指導では、教育実習の反省や考察を少人数による討論によって行う。 
 

ク 教員及び助手の配置並びに巡回指導計画 
 教育学を専門とする専任教員に加え、教職課程を設置するすべての各学域・学部、研究科
の専任教員が巡回指導を行う。巡回の回数等は実習校と協議し決定する。 
 

ケ 実習施設における指導者の配置計画 
 大阪府教育委員会、大阪市教育委員会及び実習校と適切な指導者の配置について、協議す
る体制を整える。 
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コ 成績評価体制及び単位認定方法 
 教育実習における成績評価・単位認定については、実習校からの実習に関する評価を基に、
大学の専任教員が総合的な観点から評価し、単位認定を行う。 
 

サ その他特記事項 
 ・該当なし 
 

11 企業実習（インターンシップを含む）や海外語学研修等の学外実習を実施

する場合の具体的計画 

ア 実習先の確保の状況 
・該当なし 

 
イ 実習先との連携体制 

・該当なし 
 

ウ 成績評価体制及び単位認定方法 
・該当なし 

 
エ その他特記事項 

・該当なし 
 
 

12 昼夜開講制を実施する場合の具体的計画 

・該当なし 
 

13 編入学定員を設定する場合の具体的計画 

ア 既修得単位の認定方法 
法学部では、入学定員を 5 名とする編入学試験を実施し、編入学前に修得した単位につ

いては以下のように認定を行う。 
編入学生が、入学前に大学等で取得した単位は、願い出により、教授会の議を経て、16単

位を限度に、他学部専門教育科目として修得したものとみなすことができる。さらに、編入
学生が、入学前に大学の学部科目等履修生として修得した法学部専門教育科目の単位は、願
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い出により、教授会の議を経て、16 単位を限度に、入学後に修得したものとみなすことが
できる。 
なお、既修得単位認定の申請は、当該単位の修得を認定した教育機関が発行する単位修得

の証明と該当科目のシラバスを提出して行う。 
 
イ 履修指導方法 

 編入学生については、一般学生と同様に、3コース制のもとで、各コースに設定された｢基
本科目｣の履修を強く推奨し、また｢標準科目｣の履修を推奨する。 
 この点やや詳しく説明すると、次のごとくである。すなわち、法学部の編入学生の卒業要
件は専門教育科目 90 単位以上修得することであるところ、編入学生は 16 単位までを他学
部専門科目と同様に読み替えられることから、専門教育科目で履修すべき単位は 74 単位と
なる。編入学生は、キャップが各学期 28 単位であるので、3 回生時に順調に単位取得がで
きれば、74－28×2=18 単位が 4 回生に残ることになるが、これは最後の 1年間で取得する
単位数として決して過大なものではない。また、各コースの｢基本科目｣と｢標準科目｣を履修
すれば、74 単位は取得可能である。そこで、上記のごとき履修指導により、卒業要件を満
たすことができる。 
※資料４ 編入学後の履修モデル 
 

ウ 教育上の配慮等 
 編入学の学期開始時(4 月 1日)に行われる履修ガイダンスの折に、先輩の編入学生との顔
合わせの機会を設けるとともに、副研究科長が担当する学修相談員による学習相談の活用
を勧める。 
 また、3回生前期が終了した時点で、ゼミの担当教員または教務委員が、編入学生全員に
対して面談を行い、さらに、単位取得状況等が芳しくない編入学生に対しては、定期的に面
談を実施する。 
  

14 2 以上の校地において教育研究を行う場合の具体的計画 

大阪公立大学では、2025 年度（令和 7 年度）に森之宮キャンパスを開設し、全学共通教
育としての基幹教育を実施する。 
法学部（法学科）においては、1～2 年次に基幹教育を実施し、収容定員は 360 名である。

また、2～4 年次の専門教育を杉本キャンパスで実施し、収容定員は 540 名である。いずれ
の教育も十分な収容定員を確保する。 
森之宮キャンパスにおいては、国際基幹教育機構所属の教員 83 人を配置し基幹教育を実

施する。また、法学部の専任教員も森之宮キャンパスで１年次配当の専門科目を実施する。
杉本キャンパスには 33 人（専任教員数）の専任教員を配置し専門教育を実施する。 
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教員のキャンパス間の移動については、教育を実施するそれぞれのキャンパスでの担当
授業が、原則として、同一日にならないよう時間割を調整する。また、森之宮キャンパスに
は、他キャンパスを拠点とする教員向けの執務スペースを設ける。 
学生に対しては、森之宮キャンパス・杉本キャンパス共に図書館、自習スペース等を整備

し、学生の授業時間外学習を各キャンパスで適切に行えるようにする。さらに、保健管理施
設、学生相談室、履修相談、健康管理、厚生補導の体制を各キャンパスで整備するほか、大
学ポータルサイトを開設する。  
 なお、キャンパス移動後に単位未修得の授業科目を履修する学生、他キャンパスの授業科
目を自由科目として履修を希望する学生などに対しては、基本的には対面にて授業を実施
するため、学生が授業実施キャンパスに移動することを原則とする。ただし、履修希望者の
人数や履修登録状況に応じて、教員が学生の所属するキャンパスに移動して授業を行うこ
とや、メディアを利用して授業を実施するなど、学生の履修に配慮するものとする。 
※資料 5 新大学 新キャンパス整備に伴う校地(教育実習場所)遷移について 
 

15 社会人を対象とした大学教育の一部を校舎以外の場所（サテライトキャン

パス） で実施する場合の具体的計画 

・該当なし 
 

16 多様なメディアを高度に利用して、授業を教室以外の場所で履修させる場

合の具体的計画 

本学では、平常時の面接による授業の実施を原則とするが、大学設置基準第 25 条第 2項
および本学の学則の規定に基づき、多様なメディアを高度に利用し、同時に双方向に行うこ
とができる遠隔授業を実施できることとすることから、カリキュラムの改善等により、多様
なメディアを利用した授業が必要となった場合は、文部科学省の告示の要件等に基づき、実
施するものとする。 
 

17 通信教育を実施する場合の具体的計画 

・該当なし 
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18 管理運営 

大阪公立大学・大阪公立大学大学院設置の趣旨等を記載した書類参照。 
 上記書類に記載した体制に加えて、学部内に以下の管理運営体制を構築する。 
①学部長を補佐するため、副学部長を置き、学部長に事故があるときは学部長を代行するも
のとする。 
②重要事項を審議するために置かれる学部教授会の構成員は、教授及び准教授とし、原則と
して月 1 回開催するものとする。議事については、構成員の 2 分の 1 以上の出席を要する
とともに、出席構成員の過半数を持って決することを原則とする。審議事項は、教授会規程
の定めるところによるとともに、その一部については法学研究科教授会に委任して審議を
行う。 

 

19 自己点検・評価 

大阪公立大学・大阪公立大学大学院設置の趣旨等を記載した書類参照。 
 

20 情報の公表 

大阪公立大学・大阪公立大学大学院設置の趣旨等を記載した書類参照。 
 

21 教育内容等の改善を図るための組織的な研修等 

大阪公立大学・大阪公立大学大学院設置の趣旨等を記載した書類参照。 
 
 法学部における部局レベルの取組は、法学研究科法学政治学専攻と連携して一体的に行う
ことにより、教育改善活動の効率的かつ相乗的な効果をねらう。そのため、学部・大学院 FD
委員を配置し、教育改善活動の企画運営を担当する。 

 具体的には、第 1 に、毎年度 2回程度、学部・大学院合同の FD 研修会を開催し、現況に
ついての教員間の相互理解を深めることを計画する。そのうち少なくとも 1 回は、教育の
内部質保証と連動する形で、学部における各授業の成績分布・学生受入・進路状況等につい
ての基礎的なデータを活用した研修会とし、概ね 9 月頃に行う。その他の回については、教
育改善に資するトピックを選定し意見交換を行う。前身である大阪市立大学法学部の FD活
動では、留学生や編入学生等マイノリティ学生への対応、初年次教育のあり方、演習科目の
運営方法といった多様な論点について取り扱った実績を有する。 
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 第 2 に、これらの機会を通じて抽出された教育改善のうち教育プログラムに関わる事項
については、法学研究科内に常設される研究教育体制検討委員会において改善に向けた検
討に着手する体制を構築する。 

  加えて第 3 に、学部では、毎年度前期及び後期に、教員相互の授業参観を実施し、教員
の資質向上を図る。 
 

22 社会的・職業的自立に関する指導等及び体制 

ア 教育課程内の取組について 
 キャリア教育に関係する科目としては、1 年次後期に、法曹実務のあり方を概観する法曹
実務入門を設ける。この科目は、大阪市立大学法学部・大学院法学研究科のＯＢ・ＯＧが、
各人が携わっている分野に関する法曹実務の内容を講義することを通じて、学生が法曹に
対する具体的なイメージをもつと同時に、法学を深く理解するための端緒を得ることを目
的とする。この科目では、通常の民事事件や刑事事件の実務を紹介するだけでなく、企業内
法務、知的財産権、男女共同参画などに関する実務も紹介する。このことにより、法律が社
会の様々な場面において用いられていることを学生に理解させ、将来の進路形成すなわち
社会的・職業的自立を促す。 

それ以外には、キャリア教育に特化した科目は設けない。しかし、上述のとおり、本学部
は、学生が自らの関心と将来計画に基づく体系的な履修を実現できるように、「司法コース」、
「行政コース」、「企業・国際コース」という 3つのコースを設け、学生に対して自らの希望
進路に応じた履修のガイドラインを提供している。さらに、学生には、１年次後期、具体的
には 12月ごろに３コースの説明会を開催し、いずれかのコースへの登録を求めることによ
り、学生に将来の進路を自覚させ、社会的・職業的自立を促すとともに、その目的の達成に
必要な知識の習得を意識させる。 

 その他、金融商品取引法・知的財産法・法曹発展科目（刑事法）を、大学院法曹養成専攻
の実務家教員や現役弁護士、証券取引所職員が担当する。また、いくつかの専門演習におい
て、刑務所・少年院等への施設見学を行う。これらの授業科目において、法に関連する職業
の重要性を認識させることを通して、将来のキャリア形成につなげる。 

 なお、本学部の授業科目は、ディプロマポリシーにある通り、「法学的および政治学的観
点から主体的に問題を発見し、解決する能力」、および「法学的および政治学的知識を主体
的に展開する能力、とりわけ、自己の主張を論理的に構成し、表現する能力」を身につけさ
せることを目的とする。したがって、本学部は、学生が公務員、民間企業、研究者、法曹と
いった多様な進路のいずれを選択しても、直面する課題に果敢に挑戦し、適切に対応できる
「基礎的・汎用的能力」を有する人材を育成することのできる授業科目を提供している。 
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イ 教育課程外の取組について 
大阪市立大学法学部においては、専門演習の学生の幹事から構成されるゼミ幹事会を組

織し、彼らが主体的に企画・開催する講演会を、主に教員と学生・院生から構成される研究・
親睦団体である法学会が後援することを通じ、将来的な社会的・職業的自立を自覚的に考え
る機会としてきた。また、学生のキャリア形成に資するよう、教育課程外において教員と学
生とが交流する場も設けてきた。例えば、法学会が主催する「法学カフェ」を開催し、そこ
での教員と学生による交流を通して、学生のキャリア形成の一助としてきた。 
その他、大阪市立大学法学研究科が主催する大学院進学説明会を、法学政治学専攻・法曹

養成専攻のそれぞれについて毎年開催し、学生の進路形成の機会を提供している。法曹養成
専攻が主催し、現役の弁護士が実際の弁護士としての活動を紹介する｢ブリッジ企画｣に、学
部学生の参加を促すことにより、法曹三者の活動の魅力を伝えている。 

このような取組は大阪公立大学法学部においても、上記の各組織とともに着実に継承さ
れる。 
 

ウ 適切な体制の整備について 
 社会的・職業的自立に関する指導及び体制のあり方につき、学部教授会において検討を行
う。 
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定年退職する教員を特例として新大学で勤務する教員として 

雇用する場合の取り扱いについて 

令和 2年 8月 26日 理事長決裁 

（趣旨） 

１ この要項は、特例として、新大学の完成年度までに定年退職する教員を雇用す

る場合の取り扱いについて定める。 

（適用対象） 

２ この要項の適用対象者（以下「本要項適用者」という。）は、新大学の完成年度

までに定年退職する教員で、担当する授業科目の特性等から同一専門分野の後任

を直ちに確保することが困難である等理事長が特に必要と認める者とする。 

（定年退職後雇用する場合の身分等） 

３ 本要項適用者を雇用する場合の身分は特任教員とし、当該本要項適用者が担当

する学部・学域・研究科において教育研究を行う。 

（任期） 

４ 本要項適用者の任期は、当該本要項適用者が担当する学部・学域・研究科の完成

年度までとする。 

（その他） 

５ 本要項適用者の任期以外の事項については、本要項の適用を受けない特任教員

と同様とする。 

附 則 

この要項は、令和 2年 8月 26日から施行する。 

資料１
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履修モデル（法学部法学科）

科　目　名 単位 科　目　名 単位 科　目　名 単位 科　目　名 単位

初年次教育科目 2

情報リテラシー科目 2

英語科目 4 英語科目 2

新修外国語 6

健康スポーツ科学 3

総合教養科目 10 選択科目 5

選択科目 4

小計 31 小計 7 小計 0 小計 0 38

法学入門 2

法曹実務入門 2

政治学概論 2

日本法制史 4 西洋法制史 4 法哲学 4

憲法１ 4 憲法２ 2 行政法２ 2 刑事訴訟法 4

行政法１ 4 刑法第2部（各論） 4

刑法第1部（総論） 4

民法第１部（総則） 4 民法第3部（債権総論） 4 民法第2部（物権） 4 民事執行・保全法 2

民法第4部（債権各論） 4 民法第5部（親族・相続） 2 商法第3部（手形） 2

商法第2部（会社） 4 商法第1部（総則・商行為） 2

民事訴訟法 4

労働法 4

英米法 4 ドイツ法 4

政治学 4 政治学史 4

専門演習 4 専門演習 4

小計 14 小計 30 小計 38 小計 20 102

45 37 38 20 140

【具体的な人材像：法曹（法科大学院進学）】

科目区分
１年次 ２年次 ３年次 単位

合計

基
幹
教
育
科
目

講
義
科
目

公
法

私
法

政
治

・
行
政
学

共
通

基
礎
法
学

４年次

演
習
系
科
目

合計

社
会
法

国
際
関
係
法

・
外
国
法

資料２
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履修モデル（法学部法学科）

科　目　名 単位 科　目　名 単位 科　目　名 単位 科　目　名 単位

初年次教育科目 2

情報リテラシー科目 2

英語科目 4 英語科目 2

新修外国語 6

健康スポーツ科学 3

総合教養科目 10 選択科目 5

選択科目 4

小計 31 小計 7 小計 0 小計 0 38

法学入門 2

法曹実務入門 2

政治学概論 2

日本法制史 4 法社会学 4

憲法１ 4 憲法２ 2 行政法２ 2 刑事訴訟法 4

行政法１ 4 刑法第2部（各論） 4 刑事政策 4

刑法第1部（総論） 4

民法第１部（総則） 4 民法第3部（債権総論） 4 民法第2部（物権） 4 金融商品取引法 2

商法第2部（会社） 4 民法第5部（親族・相続） 2 民事執行・保全法 2

民事訴訟法 4 商法第1部（総則・商行為） 2

労働法 4 経済法 2

英米法 4 アジア法（中国法） 4

国際私法 2

政治学 4 行政学 4

法政2年次演習 2 専門演習 4

演習論文 2

小計 14 小計 32 小計 38 小計 18 102

45 39 38 18 140

【具体的な人材像：裁判所職員】

科目区分
１年次 ２年次 ３年次

演
習
系
科
目

合計

単位
合計

基
幹
教
育
科
目

講
義
科
目

共
通

基
礎
法
学

公
法

私
法

社
会
法

国
際
関
係
法

・
外
国
法

政
治

・
行
政
学

４年次
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履修モデル（法学部法学科）

科　目　名 単位 科　目　名 単位 科　目　名 単位 科　目　名 単位

初年次教育科目 2

情報リテラシー科目 2

英語科目 4 英語科目 2

新修外国語 6

健康スポーツ科学 3

総合教養科目 10 選択科目 5

選択科目 4

小計 31 小計 7 小計 0 小計 0 38

法学入門 2 法学政治学計量分析 2

法曹実務入門 2

政治学概論 2

日本法制史 4 法社会学 4

日本近代法制史 4

憲法１ 4 憲法２ 2 行政法２ 2 刑事政策 4

行政法１ 4 租税法 4

刑法第1部（総論） 4

民法第１部（総則） 4 民法第3部（債権総論） 4 民法第5部（親族・相続） 2

民法第4部（債権各論） 4

労働法 4

社会保障法 4

ドイツ法 4 アジア法（中国法） 4

政治学 4 欧州政治外交史 4 日本政治外交史 4

行政学 4 公共政策論 4 政治過程論 4

専門演習 4

小計 14 小計 30 小計 42 小計 16 102

45 37 42 16 140

【具体的な人材像：国家又は地方公務員】

科目区分
１年次 ２年次 ３年次

演
習
系
科
目

合計

単位
合計

基
幹
教
育
科
目

講
義
科
目

共
通

基
礎
法
学

公
法

私
法

社
会
法

国
際
関
係
法

・
外
国
法

政
治

・
行
政
学

４年次

5



履修モデル（法学部法学科）

科　目　名 単位 科　目　名 単位 科　目　名 単位 科　目　名 単位

初年次教育科目 2

情報リテラシー科目 2

英語科目 4 英語科目 2

新修外国語 6

健康スポーツ科学 3

総合教養科目 10 選択科目 5

選択科目 4

小計 31 小計 7 小計 0 小計 0 38

法学入門 2

法曹実務入門 2

政治学概論 2

法哲学 4 法社会学 4

日本法制史 4

憲法１ 4 憲法２ 2 刑法第1部（総論） 4 租税法 4

民法第１部（総則） 4 民法第3部（債権総論） 4 民法第2部（物権） 4 金融商品取引法 2

民法第4部（債権各論） 4 倒産法 2

商法第2部（会社） 4

労働法 4 知的財産法 2

英米法 4 アジア法（中国法） 4

ドイツ法 4 国際経済法 4

政治学 4 日本政治外交史 4

行政学 4 欧州政治外交史 4

専門演習 4 外国語演習（ドイツ語） 2

演習論文 2

小計 14 小計 30 小計 38 小計 20 102

45 37 38 20 140

【具体的な人材像：民間企業】

科目区分
１年次 ２年次 ３年次

演
習
系
科
目

合計

単位
合計

基
幹
教
育
科
目

講
義
科
目

共
通

基
礎
法
学

公
法

私
法

社
会
法

国
際
関
係
法

・
外
国
法

政
治

・
行
政
学

４年次
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履修モデル（法学部法学科）

科　目　名 単位 科　目　名 単位 科　目　名 単位 科　目　名 単位

初年次教育科目 2

情報リテラシー科目 2

英語科目 4 英語科目 2

新修外国語 6

健康スポーツ科学 3

総合教養科目 10 選択科目 5

選択科目 4

小計 31 小計 7 小計 0 小計 0 38

法学入門 2

法曹実務入門 2

政治学概論 2

法社会学 4

憲法１ 4 憲法２ 2 刑法第1部（総論） 4

行政法１ 4

民法第１部（総則） 4 民法第4部（債権各論） 4 商法第2部（会社） 4

労働法 4 経済法 2

社会保障法 4

国際法 4 英米法 4 アジア法（中国法） 4

国際組織法 4 ドイツ法 4

政治学 4 日本政治外交史 4 欧州政治外交史 4

国際政治 4 比較政治学 4

法政2年次演習 2 専門演習 4 専門演習 4

外国語演習（英語） 2 外国語演習（ドイツ語） 2 演習論文 2

小計 14 小計 30 小計 38 小計 20 102

45 37 38 20 140

【具体的な人材像：ジャーナリスト】

科目区分
１年次 ２年次 ３年次

演
習
系
科
目

合計

単位
合計

基
幹
教
育
科
目

講
義
科
目

共
通

基
礎
法
学

公
法

私
法

社
会
法

国
際
関
係
法

・
外
国
法

政
治

・
行
政
学

４年次
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大阪府立中学校 一 覧

No 11霜靡立富田林中学校 I誓嘉悶市谷川町4-30
受け入れ可能人数

2名

資料3-1
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編入学後の履修モデル（法学部法学科）

科　目　名 単位 科　目　名 単位 科　目　名 単位 科　目　名 単位

認定既修得単位 16 法学入門 2

法曹実務入門 2

政治学概論 2

西洋法制史 4 法哲学 4

憲法１ 4 行政法２ 2

憲法２ 2 刑事訴訟法 4

行政法１ 4 刑法第2部（各論） 4

刑法第1部（総論） 4

民法第１部（総則） 4 民法第3部（債権総論） 4

民法第2部（物権） 4 商法第3部（手形） 2

民法第4部（債権各論） 4 民法第5部（親族・相続） 2

商法第2部（会社） 4

民事訴訟法 4

労働法 4

英米法 4

政治学史 4

専門演習 4

小計 0 小計 16 小計 56 小計 26 98

0 16 56 26 98

【具体的な人材像：法曹（法科大学院進学）】

科目区分
１年次 ２年次 ３年次 単位

合計

講
義
科
目

公
法

私
法

政
治

・
行
政
学

共
通

基
礎
法
学

４年次

演
習
系
科
目

合計

社
会
法

国
際
関
係
法

・
外
国
法

資料４
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編入学後の履修モデル（法学部法学科）

科　目　名 単位 科　目　名 単位 科　目　名 単位 科　目　名 単位

認定既修得単位 16 法学入門 2

法曹実務入門 2

政治学概論 2

法社会学 4

憲法１ 4 刑事訴訟法 4

憲法２ 2

行政法１ 4

刑法第1部（総論） 4

刑法第2部（各論） 4

民法第１部（総則） 4 民法第2部（物権） 4

民法第3部（債権総論） 4 民法第5部（親族・相続） 2

商法第2部（会社） 4 商法第1部（総則・商行為） 2

民事訴訟法 4

労働法 4 経済法 2

アジア法（中国法） 4

行政学 4

専門演習 4

小計 0 小計 16 小計 56 小計 18 90

0 16 56 18 90

【具体的な人材像：裁判所職員】

科目区分
１年次 ２年次 ３年次

演
習
系
科
目

合計

単位
合計

講
義
科
目

共
通

基
礎
法
学

公
法

私
法

社
会
法

国
際
関
係
法

・
外
国
法

政
治

・
行
政
学

４年次

資料４
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編入学後の履修モデル（法学部法学科）

科　目　名 単位 科　目　名 単位 科　目　名 単位 科　目　名 単位

認定既修得単位 16 法学入門 2 法学政治学計量分析 2

法曹実務入門 2

政治学概論 2

法社会学 4

日本近代法制史 4

憲法１ 4 行政法２ 2

憲法２ 2

行政法１ 4

刑法第1部（総論） 4

民法第１部（総則） 4 民法第3部（債権総論） 4

民法第4部（債権各論） 4 民法第5部（親族・相続） 2

労働法 4

社会保障法 4

ドイツ法 4 アジア法（中国法） 4

公共政策論 4 政治過程論 4

専門演習 4

小計 0 小計 16 小計 56 小計 18 90

0 16 56 18 90

【具体的な人材像：国家又は地方公務員】

科目区分
１年次 ２年次 ３年次

演
習
系
科
目

合計

単位
合計

講
義
科
目

共
通

基
礎
法
学

公
法

私
法

社
会
法

国
際
関
係
法

・
外
国
法

政
治

・
行
政
学

４年次

資料４
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編入学後の履修モデル（法学部法学科）

科　目　名 単位 科　目　名 単位 科　目　名 単位 科　目　名 単位

認定既修得単位 16 法学入門 2

法曹実務入門 2

政治学概論 2

法社会学 4

憲法１ 4

憲法２ 2

刑法第1部（総論） 4

民法第１部（総則） 4 民法第2部（物権） 4

民法第3部（債権総論） 4 商法第１部（総則・商行為） 2

民法第4部（債権各論） 4 倒産法 2

商法第2部（会社） 4

労働法 4 知的財産法 2

英米法 4 アジア法（中国法） 4

国際経済法 4

日本政治外交史 4

欧州政治外交史 4

専門演習 4

小計 0 小計 16 小計 56 小計 18 90

0 16 56 18 90

【具体的な人材像：民間企業】

科目区分
１年次 ２年次 ３年次

演
習
系
科
目

合計

単位
合計

講
義
科
目

共
通

基
礎
法
学

公
法

私
法

社
会
法

国
際
関
係
法

・
外
国
法

政
治

・
行
政
学

４年次

資料４
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編入学後の履修モデル（法学部法学科）

科　目　名 単位 科　目　名 単位 科　目　名 単位 科　目　名 単位

認定既修得単位 16 法学入門 2

法曹実務入門 2

政治学概論 2

法社会学 4

憲法１ 4 刑法第1部（総論） 4

憲法２ 2

民法第１部（総則） 4 民法第4部（債権各論） 4

商法第2部（会社） 4

労働法 4

社会保障法 4

英米法 4 アジア法（中国法） 4

ドイツ法 4

日本政治外交史 4 政治学 4

比較政治学 4

行政学 4

専門演習 4 外国語演習（英語） 2

小計 0 小計 16 小計 56 小計 18 90

0 16 56 18 90

【具体的な人材像：ジャーナリスト】

科目区分
１年次 ２年次 ３年次

演
習
系
科
目

合計

単位
合計

講
義
科
目

共
通

基
礎
法
学

公
法

私
法

社
会
法

国
際
関
係
法

・
外
国
法

政
治

・
行
政
学

４年次

資料４
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資料５

法学部キャンパスの遷移
新大学 新キャンパス整備に伴う校地（教育実施場所）遷移について

1年次「基幹教育」（教養教育）は杉本キャンパス

1年 2年 3年 4年

大阪市立大学

第1期生（2年次）専門教育開始→移動

1年 2年 3年 4年

大阪市立大学

第2期生（２年次）専門教育開始→移動

1年 2年 3年 4年

大阪市立大学 杉本

森之宮キャンパスの完成・竣工（全学生移動）

1年 2年 3年 4年

新大学
※在籍する旧大学学部学生も必要な一部授業を除いては新大学学生と同じ
※2年次の専門教育科目については杉本キャンパスで実施

2025年
度
森之宮キャ
ンパス開設

森之宮 杉本

2023年度
新大学

杉本

2024年度
新大学

杉本

杉本

学部

2022年度
新大学開
学

学年

新大学 杉本

杉本
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資料６
法学部 法学科 カリキュラム・マップ

【設置の趣旨・必要性】 【養成する⼈材像】

豊かな発進⼒と法的思考⼒（リーガルマインド）を有し、⼈権感覚豊かで有能な⺠主主義社会の担い⼿となりうる者
複雑化する⽇本社会・国際社会が抱える様々な問題に向き合い、より専⾨的な法学・政治学の知⾒を基礎とした合理的判断に基づき、粘り強く解決の道を探ることのできる⾃⽴的な⾼度職業⼈

<CP①>
幅広い教養と複数の外国語を⾝
に付けるために、基幹教育科⽬
を履修させる。
【DP①】

 法学および政治学は、社会科学的な素養と法的思考⼒（リーガル・マインド）を涵養し、それらを基礎として合理的判断を⾏う能⼒を獲得するために不可⽋な学問領域である。これら
の素養や能⼒は、経済・社会のグローバル化や多⽂化化が進展する現代社会において、公務や企業活動などの領域を問わず、その重要性をますます増⼤させている。⼤阪公⽴⼤学におい
ても、ますます複雑化するわが国および国際社会の安定化と健全な発展に寄与する法学部の設置が求められている。本学部は、⻑年にわたり都市⼤阪における研究教育機関として重要な
役割を担ってきた⼤阪市⽴⼤学法学部の伝統と成果を基礎に、⾼度な法学・政治学の研究・教育を提供することにより、⼈権感覚豊かで有能な、⺠主主義社会の担い⼿となりうる⼈材を
社会の多⽅⾯に輩出することをその理念・⽬的とする。

 ディプロマ・ポリシー カリキュラム・ポリシー アドミッション・ポリシー

<CP②>
法学・政治学に関する基礎的、
基本的な知識の着実な習得を重
視し、専⾨の講義科⽬を開講す
る。その際、学⽣が⾃らの関⼼
と将来計画に基づいて科⽬の選
択ができるよう３つのコース
（司法コース、⾏政コース、企
業・国際コース）とそれぞれに
推奨される履修モデルを⽰す。
【DP①】【DP②】

外国語演習（英語）

①新しい問題に果敢に取り
組む知的好奇⼼を持つ⼈
<CP①><CP②><CP③
><CP④><CP⑤>

②⾃分を相対化するための
想像⼒と豊かな⼈間性を持
つ⼈
<CP②><CP④><CP⑤>

③相⼿の意⾒を的確に理解
し、⾃分の意⾒を論理的に
構成して、正確に表現・⽂
章化する能⼒を持つ⼈
<CP②><CP③>

④法学・政治学の専⾨的知
識を⾝につけるために必要
な⼀般教養を有する⼈
<CP②><CP③><CP④>

<CP④>
法学・政治学を外国語によって調査･研
究する能⼒を育成するために、英・独・
仏・中国語の外国語演習を開講する。
【DP①】【DP②】

<CP③>
専⾨演習及び専⾨特別演習から４単位を
必修とし、それ以上の履修を奨励する。
これらの演習では特に学⽣の⾃主的な研
究と討論能⼒の養成を重視する。原則と
して１５名以下の少⼈数教育を⾏う。
【DP①】【DP②】

⽇本法制史

憲法2
刑法第1部（総論）

⺠法第3部（債権総論）

<CP⑤>社会の諸問題をみずから発⾒
し、それらを多⾓的に検討する能⼒を養
うため、総合⼤学である利点を⽣かし、
⽂系他学部の専⾨科⽬の履修も⼀定範囲
で認める。
【DP①】【DP②】

政治学
⽐較政治学

刑事政策

外国語演習（ドイツ語）

法政２年次演習

国際政治

国際組織法

教育課程
２年次

前期 後期
３年次

前期 後期前期
１年次

フランス法

法学⼊⾨

ドイツ法

想定される主な進路

商法第3部（⼿形）

社会保障法

東洋法制史

⺠事執⾏・保全法

【DP①】
幅広い教養と複数の外
国語の習得に基礎づけ
られた、法学的および
政治学的観点から主体
的に問題を発⾒し、解
決する能⼒
<CP①><CP②>
<CP③><CP④>
<CP⑤>

国家公務員、地⽅公務
員、⺠間企業、法曹
（法科⼤学院進学）、
研究者(⼤学院進学)、
裁判所職員、ジャーナ
リスト等

⽇本近代法制史 ローマ法

外国語演習（中国語）

演習論⽂

外国語演習（フランス語）

⾏政法2

【DP②】
法学的および政治学的
知識を主体的に展開す
る能⼒、とりわけ、⾃
⼰の主張を論理的に構
成し、表現する能⼒
<CP②><CP③>
<CP④><CP⑤>

後期
４年次

後期 前期

⺠法第1部（総則）

憲法1

法曹実務⼊⾨

⺠法第5部（親族・相続）

政治学概論 法学政治学計量分析

⾏政法1

法曹発展科⽬

刑法第2部（各論）

⺠法第4部（債権各論） ⺠法第2部（物権）

刑事訴訟法
租税法

商法第1部（総則・商⾏為）

⻄洋法制史

⽇本政治外交史 政治学特講
政治過程論

法社会学

国際法

法哲学

国際経済法
英⽶法

国際私法
アジア法（中国法）

欧州政治外交史

専⾨特別演習専⾨特別演習

労働法

政治学史

倒産法

⾏政学

商法第2部（会社）
⺠事訴訟法

公共政策論

専⾨演習

⾦融商品取引法

経済法 知的財産法

共通科⽬

公法

私法

基礎法学

社会法

国際関係法・外国法

政治・⾏政学

＜基幹教育科⽬＞
・初年次教育科⽬ ・英語科⽬ ・健康・スポーツ科学科⽬

・情報リテラシー科⽬ ・初修外国語科⽬ ・総合教養科⽬

＜他学部科⽬＞ <教職科⽬>

・⽂学部科⽬ ・商学部科⽬ ・経済学部科⽬ ・教職科⽬、教科教育法科⽬ 学校教員

選択必修科⽬
選択科⽬

凡
例

44


	osakakouritsu_hougaku_2108nsecchi_syushi1
	１ 設置の趣旨及び必要性
	２ 学部・学科等の特色
	３ 学部・学科等の名称及び学位の名称
	４ 教育課程の編成の考え方及び特色
	5 教員組織の編成の考え方及び特色
	６ 教育方法、履修指導方法及び卒業要件
	7 施設、設備等の整備計画
	8 入学者選抜の概要
	9 取得可能な資格
	10 実習の具体的計画
	11 企業実習（インターンシップを含む）や海外語学研修等の学外実習を実施する場合の具体的計画
	12 昼夜開講制を実施する場合の具体的計画
	13 編入学定員を設定する場合の具体的計画
	14 2以上の校地において教育研究を行う場合の具体的計画
	15 社会人を対象とした大学教育の一部を校舎以外の場所（サテライトキャンパス） で実施する場合の具体的計画
	16 多様なメディアを高度に利用して、授業を教室以外の場所で履修させる場合の具体的計画
	17 通信教育を実施する場合の具体的計画
	18 管理運営
	19 自己点検・評価
	20 情報の公表
	21 教育内容等の改善を図るための組織的な研修等
	22 社会的・職業的自立に関する指導等及び体制

	osakakouritsu_hougaku_2108nsecchi_syushi2
	資料1　定年退職する教員を特例として新大学で勤務する教員として雇用する場合の取り扱いについて
	資料2　法学部法学科の履修モデル

	osakakouritsu_hougaku_2108nsecchi_syushi3
	資料3-1　実習施設一覧

	osakakouritsu_hougaku_2108nsecchi_syushi4
	資料3-1　実習施設一覧

	osakakouritsu_hougaku_2108nsecchi_syushi5
	資料3-1　実習施設一覧

	osakakouritsu_hougaku_2108nsecchi_syushi6
	資料3-1　実習施設一覧

	osakakouritsu_hougaku_2108nsecchi_syushi7
	資料4　編入学後の履修モデル
	資料5　新キャンパス整備に伴う校地（教育実施場所）遷移について
	資料6　カリキュラム・マップ




